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「現代消費者政策」制度設計の課題
一『21世紀型消費者政策の在り方』をめぐって
西村多嘉子
はじめに
第18次国民生活審議会消費者部会 (2001年10月4日に第 1回会議を開催，
以下部会という）は， 21世紀型消費者政策のめざすべき方向を検討し，「消
費者保護基本法」 (1968年5月30日公布）（以下旧基本法という）を30年ぶ
りに見直すという報告を行い，その本格的議論を2002年6月11日第4回部
会から開始した。ここでは，旧基本法の見直しの目的を明確に示している
ものとして，第6回部会に出された論点を整理しその内容を検討しておく 1)。
まず第 1に，消費者政策の理念と目的に関する論点， (1)消費者政策
の必要性として，事業者と消費者との間の情報カ・交渉力の格差の是正と
消費者の特性である生身の人間の持つ弱点の保護 (2)消費者像の多様性
に対する政策的対応， (3) 消費者政策の理念• 目的の再考， (4)21世紀
型消費者政策のH指すべき方向として，消費者の保護から自立への転換，
それに伴う消費者，事業者行政の役割の変化，そして，消費者団体，
NPO等の役割の重要性への対応， さらに，規制緩和と行政の関与の両立
のため，法令，共同規制，自主規制，市場機能等を適切に組み合わせる政
策手法の援用。他方，消費者政策でもより包括的なルールと体制作り及び
法制度の実効性を担保する体制整備。第2に，新たな消費者政策の体系化
のための論点， (1)消費者の権利の明記に関し，その実益，効果そして
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具体的な規定内容， (2) 但括的なルールの必要性と体制整備， (3) 自主
行動基準の位置付けとしてのセーフハーバー規定（安全港規定）と法令補
完の役割に対応する基準逸脱行為に対する法的拘束力等の検討. C 4) IH 
基本法の性格と位置付けに関し， プログラム規定としての今後の性格と位
置付け。
以上の論点を中心に部会は最終弟214-l部会 (2003年5月28Fl)において，
報告書『21世紀型の梢費者政策の在りhについて』（内閣府国民牛活屈
国民牛活審議会消費者政策部会）（以下，報告書という）を作成した 2'い
政府はこの報告書に基づき梢費者政策の転換，すなわち， l[I基本法の改正
とその具体的な改Il丑．せを決定した()それらの改止点の内容は， 1 . i「i費者
の権利の位in:付けの転換， 2. 公益通報者保護制度の整備 3. 泊費者団
体訴訟制度の導人， 1. mtt者保護会議の改革である。
一連の規制改が：りつとして，政府は，梢費者政策を「1h'場メカニズム
の活用」と「事前規制から巾後チェックヘの行政手法の転換」という方針
を掲げており．その制度設計を具体化するための重要な指針となるのかこ
の報告書にほかならない。
本稿は，報告書： 第4章消費者政策の実効性確保 第1節行政の推
進体制，第 4節 公益通報者保護制度の整備 そして第 5節梢費者l寸l休
訴訟制度の内容について検討を加え，消費者政策に関する消費者行政の今
日的問題点を解明する。なお，報告書の公表後， 2004年5月266に改正さ
れた消費者基本法（以下，新基本法という）についての検討はここでは行
わないが報告書の提言を受けた形で議員立法として改正案が策定され，
3月15日に自民党案として国会にt.程 4月13日，与党調整案，さらに 5
月12日の与野党調整案へと一定程度修正が加えられながら新基本法が成立
したことを付記しておく。
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1 . 消費者政策としての消費者行政
1968年制定，施行された18基本法は，この36年間に消費者関係法や制度
を一定程度整備拡充し，国および都道府県，市町村の具体的運営の基本と
しての役割を果たしてきたといえる。消費者問題に対する行政介入は，私
法的問題（一般的民事問題）に行政が関与することを意味しており， ひと
り消費者問題だけがその介入を公認されているのはむしろ例外的であると
いえる。
今日の消費者関係法や制度は，そのほとんどが規制行政であり，業法と
呼ばれる事業者の一定の事業活動への禁止や義務を内容とする法令であ
る。他方，給付行政（支援行政）といわれる消費者に対する情報提供や消
費者啓発，消費者団体の育成を内容とする規定はその責任部局が多元・分
散している 3)。消費者行政推進体制の障碍の大きな原因の一つである縦割
り行政は，各省庁の担当部局が本来的に産業育成・事業者支援をH的とし
ているため，加えて，事前規制である業法規制は，反射的利益として消費
者保護の役割を果たしているにすぎないため，その業法自体が規制改革に
よる緩和進展政策のもとで，その「反射的利益」すら期待できなくなって
いるのが現実である。そのため消費者被害の予防はもとより，救済に関し
ても地方公共団体の関与や指導，斡旋仲介が期待，重要視され，実際的に
大きな役割を果たしてきたし，今後も行政的な救済体制の整備，拡充は強
く求められている。報告書は，第3章 消費者政策の展開として，第 1節
消費者の安全確保，第2節 消費者契約の適正化，第 3節消費者教育
の充実，第4節 苦情処理・紛争解決，第 5節 IT化，国際化及び環境
問題への対応を挙げている 4)。旧基本法制定以後，多種多様な構造的とも
いうべき消費者問題の多発と，深刻な被害に対する消費者運動の進展によ
り，整備拡充がなされてきた消費者政策の法と制度の一層の展開を提言し
ている。
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また，これらの具体的な提言を受けた形で新基本法は消費者行政の基本
施策として第 2章 第11条から第26条に国地方公共団体及び国民生活
センターなどの行政機関の講ずるべき施策を具体的に列挙している5¥こ
れらについて鈴木深雪氏は，「消費者行政の根拠となるのが消費者行政法
である」として，「規制行政は，事業活動の制約」となるため「原則とし
て法律または条例による根拠が必要」であるが「支援行政は消費者に対し
行政サービスを提供するものであるから，基本的には，その根拠法は必要
とされない」とする f,)。しかし，梢費者行政が業法消費者行政法および
条例等による複合的な制約や推進条件に対応することが不可避な現状に対
し，「報告見の提ftから後退した条文をもつ新基本法には新たな規定が
{f. 在しない。新基本法では，泊費行政とその施策が総論としての理念が「梢
費者保護」から「消費者支援」に転換されたとはいえ門行政組織 ([!i'
地方公共団体および行政機関等） fl体の消費者問題に対する認識が自動的
に転換されるとは考えにくく， このことが新基本法の実効）Jである組織の
機能に反映することはほとんど期待しえない。なぜならば，現状の消費者
行政機能そのものが変吏されない限り．たとえ行政担‘片者の意識転換がな
されたとしても現実的には機能させることは困難といえるからである。
2. 国および地方公共団体の消費者政策の推進体制
報告書の第 4章 消費者政策の実効性確保では八第 1節 行政の推進
体制として国地方の推進体制と国民生活センター（以下．センターと
略称）の役割を挙げている。これらは，①消費者政策を一元的に企画・立
案・調整・推進する機能の強化，②中長期的視点を踏まえた消費者政策の
基本戦略の策定，③消費者保護会議の機能強化（基本戦略の策定．消費者
間題への迅速な対応等）の 3点を重要な柱としてその実施を提言している。
この提言をうけた形で新基本法は．第 3章 行政機関等（行政組織の整備
及び行政運営の改善）として，第24条では国及び地方公共団体の努力を求
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め，（国民生活センターの役割）として第25条に独立行政法人国民生活セ
ンターの具体的な機能と役割として明文化した。その内容は，「国及び地
方公共団体の関係機関消費者団体等と連携し，国民の消費生活に関する
情報の収集及び提供，事業者と消費者との間に生じた苦情の処理の斡旋及
び当該苦情に係る相談，消費者からの苦情等に関する商品についての試験，
検査等及び役務についての調査研究等，消費者に対する啓発及び教育等に
おける中核的な機関として積極的な役割を果たすものとする」というもの
で，旧基本法では法文上全く旧センターの役割や存在すら明示されてはい
なかった。原始センター法 (1970年5月）が組織変更により独立行政法人
国民生活センター法 (2002年12月）に改正されたが，新センターの「目的」
は旧センターと全く同じ条文・文言であり，新基本法はセンターの位置付
けを大きくとらえ直したとされるが，予算等十分に機能しうる条件がその
後追加的に付与されたとはいいがたい。
さらに，旧基本法の抽象的な（消費者の組織化）第17条の規定を一歩進
め，新基本法の（消費者団体の自主的な活動の促進）第26条に，「消費者
団体」の用語を明示していることは，後述する団体訴訟の受け皿としての
役割を予定したものといえる。
以上のことはいずれも消費者への行政支援であるが，旧センターの独立
行政法人化がもたらす影響と，後述する「消費者団体の資格認定」に関す
る条件問題等は，今後の具体的な行政機関の組織整備と運営改善の内容と
相まって実効力の成否を左右する重大な問題である。
また，第4章 消費者政策会議等に挙げられている（消費者政策会議）
第27条は，報告書の第4章 第 1節行政の推進体制 1 . 国の推進体制
のうちの消費者保護会議の機能強化（基本戦略の策定，消費者問題への迅
速な対応等）を受けた規定である。第27条，内閣府に，消費者政策会議（以
下，会議という。）を置くとあり，その事務は消費者基本計画案作成と消
費者政策推進のための基本的事項の企画の審議，実施推進，実施状況の検
証評価及び監視である。また，消費者基本政策案作成については，国民生
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活審議会の意見を聴くこととされる。
しかし．問題は，第28条が「会議」は会長に内閣総理大臣を．委員は内
閣官房長官，関係行政機関の長及び特命担当大臣のうちから内閣総理大臣
の任命によると規定していることである。この会議は，報告書の 4の③消
費者保護会議の機能強化（基本戦略の策定，消費者問題への迅速な対応等）
を受けたもので，旧基本法の第四章 消費者保護会議等の内容とほゞ変更
はない。たしかに，会議名は「保護」から「政策」への単なる名称変吏の
ようにみえるがそれは消費者行政の一几化と執行機関の設置（責任部
周として．常勤委員及び独立巾務局）を提言した1966年第 1次国民生活審
議会消費者政策部会報告 (1965年， l玉l民牛活審議会発足）よりも後退した
今次の報告と比較して． さらに後退した内容になっている。政策の決定過
程については詳細な資料に基づく歴史的分析を要するが報告ilに「21flt 
紀にふさわしい梢代者政策を，政府—·1本として強}Jかつ効果的に推進する
ためには，広範にわたる基本的な施策を戦略的かつーJじ的に企圃.¥J. 案，
調整及び推進することのできる機能を強化する必要がある。」と明けして
いるにも拘らずである !lJu 
3. 「21世紀型の消費者政策」（報告書）の消費者行政の
特徴とその課題
報告害が第 4章 消費者政策の実効性確保の施策提言として，第 4節
公益通報者保護制度の整備と，第 5節 消費者団体訴訟制度にまとめた内
容は，新しい制度設計として厘要な論点の一つである 10)0 
(1)公益通報者保護制度の整備11)
報告書はまず，制度のH的・必要性を以ドのようにまとめている。「近
年続発した企業不祥事によって」事業者は社会の1言頼を大きく損ない，「一
部の事業者は市場からの撤退を余儀なくされた」。つまり，内部告発が企
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業倒産をもたらした実例が制度設計の発端となったと読みとれる。さらに
後述するが，「事業者の法令違反」により消費者は「利益を侵害される」
として，「法令違反」＝犯罪行為のみを通報者保護の対象としようという
意図がある。また，「企業不祥事の多くは，事業者内部の労働者等からの
通報を契機として明らかにされた」ことに関連し，通報者が「職場で不利
益な取扱いを受けている」実態から，公益通報に関する明確な基準の必要
性を指摘し，今後参考になるであろう諸外国の関係法を例示している 12)。
しかし，日本における制度的ルールの明確化が，事業者のコンプライアン
ス経営や消費者への情報提供を通じ，消費者被害の未然防止・拡大防止等
に資するほか，「法令違反に対する行政の監視機能を補完する仕組みとし
ても」期待されるとする点は，「制度」の第一義的目的をあいまいにして
いる，また，「制度が悪用されることのないよう配慮しつつ」の文言はP
L法制定の経緯を初彿とさせ．むしろ，「制度が公益通報を抑制すること
がないよう配慮しつつ」と変更すべきであろう。さらに，「事業者による
法令遵守を確保して消費者利益の擁護等を図るため，公益通報者保護制度
を整備する必要があるものと考える。」に至っては，消費者利益の擁護は
今Hもなお反射的利益の位置付けのままであり消費者政策の単なる理念
にすぎないことを示している。
さて，同制度の論点である通報の範囲，通報者の保護そして保護される
通報先と保護要件について検討する。
まず第 1の通報の範囲は，「消費者利益（生命，身体，財産など）を侵
害する法令違反を本制度による通報の対象とすべき」とし，また，国民生
活に関わる分野での法令違反も通報対象に含めることが望ましいとしてい
る13)。次に，これらへの「おそれ」や「財産への侵害についても」その「事
実又はそのおそれ」がある場合には，「通報の対象に含めることとすべき
との意見もあった」と付記するにとどめている。しかし，通報の範囲は，「消
費者利益を侵害する法令違反」に限定すべきではないであろう。報告書
第2章 第1節 消費者政策の理念で述べている消費者の権利と消費者政
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策には．「消費者が『自立した主体』として能動的に行動していくためには」
として六つの権利を列挙している11)。しかしこれらの権利に関する利益
や民事ルールの違反やそのおそれが認識された時点を含めてはじめて，鳥
インフルエンザ， トラック脱輪死亡事故などの被害の発生．拡大，情報隠
匿などを予防しえたと考えられる。
第 2の通報者の保護であるが．保護される通報者の範囲を報告書は「事
業者に雇傭されている労働者」に限定し，元労働者，派遣労働者等の取扱
いなどは検討する必要があると書くにとどめている lS)。今日は， Ift業者内
部の労働者は契約派遣，下請．協力事業者内部等多様であるが，事実t
事業者の指揮監督ドにある労働者も保護対象とすべきであろう。また，労
働者ではないが役員は事業者の情報をよく知りうる立場にあり，尤従業U
（退職者）もイ沐lj益を受けるおそれはある。さらに，事業との取引等によ
り通報対象情報を知りえた者もlciJ様であろう。このように，報告害のホす
通報者の範囲がいかに狭く，公益通報制度の実効性を低ドさせるであろう
ことは明r1である。また，民事・刑事上の責任の不問や守秘義務の範囲に
ついても具体的に明ホする必要があることはいうまでもない。
第 3の保護される通報先と保護要件のうち通報先に関して，報告害は，
事業者内部と事業者外部に大別しているが英国公益開ホ法を参考として
いることからも原則的には事業者内部前置主義に近い立場をとっているこ
とが読みとれる16)。「事業者内部に通報すれば不利益な取扱いを受けるお
それがある場合等一定の要件のドにおいては」という厳格な保護要件を付
し，「行政機関への通報」には「誠実性の要件」と「真実相当性の要件」
の両要件を充足すること，「その他の事業者外部への通報」にはさらに上
記 2要件に加え，事業者内部又は行政機関に通報しえないとするきわめて
限定的な条件を付している。
これらの「通報の範囲」，「通報者の保護」，「保護される通報先と保護要
件」に対し，上述のようなきわめて具体的，限定的な規定をもつ制度は事
実上，反対解釈を可能にすることによりきわめて実効性の低い設計内容に
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なるといわざるをえない。内閣府は2003年12月に公益通報者保護法案（仮
称）骨子（案）を公表し，公益通報の枠組みを，①労働者（公務員を含む）
が，②不正の目的でな<.③労務提供先またはその役員，従業員等につい
て，④犯罪行為等の事実が生じ，または生じるおそれがある旨を，⑤特定
条件を満たす通報先に通報することをいうとする。そして， 2004年3月に
は同法案が閣議決定され，保護される範囲をさらに限定し外部通報を制限
する方向への変更を加えた内容で上程され，同年6月，公益通報者保護法
が成立した17)。
(2)消費者団体訴訟制度18)
報告書はまず，第 2章 第2節各主体の責務・役割 3. 消費者の役
割の (2)で叫消費者個人は事業者に対しで情報力や交渉力の面で不利
であり，自らの力で情報入手や被害救済を求める等の点で限界があるので，
「消費者団体は，消費者の健全かつ自主的な組織活動を通じて消費者利益
を確保する役割を果たす必要がある」として消費者団体の活動の必要性を
明記している。さらに，「消費者の組織活動のために必要な施策が講じら
れる必要がある。Jとすることで，消費者団体への何らかの施策を示唆し
ている点は評価できる。
消費者団体訴訟制度は消費者団体が消費者被害救済訴訟に行うに際し，
訴権を認める新制度である。現在，消費者被害に対し消費者個人が被害額
の損害賠償請求訴訟を行うことは可能であるが，現実的には知識，資金や
時間など多くの制約条件がありさらに事後の個別対応や立証責任は被害
者個人であるため提訴することが困難であることが一般的で，「泣き寝入
り」することが多かったといえる。その上，判決勝訴によっても，他の訴
訟外被害者の救済や予防は不可能である。また，かつてのジュース訴訟や
灯袖裁判に消費者団体が取り組んだが，原告適格（当事者適格）問題が訴
訟遂行を困難にした歴史的経緯もある20)。報告書は，「被害を受けた消費
者個人の救済が不十分であるとともに，被害がさらに発生・ 拡大すること
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となっている」ことを理由として．「消費者団体が被害者の救済を支援す
る役割を果たすことが重要である。」と結論している。
長期に亘り「団体訴権」の実現を求めてきた消費者団体を中心とする運
動により，「団体訴権」を認める最初の動きとして．消費者契約法の付帯
決議 (2000年4月）に「消費者契約法の施行状況等を踏まえ，差止請求に
係る団体訴訟について検討を行うべき」旨が盛り込まれた。また，「fij法
制度改革審議会意見書 (2001年 6月）を踏まえ， i]法制度改革推進計画に
おいて2004年11月未までに団体訴権の導人，導人する場合の適格団体の決
め方等について．「法分野ごとに個別の実休法において検討を行うことと
された」のである 0 2002年 8月に内閣府に「消費者組織に関する研究会」
が設置され， 2003年 5月には検討結果として「梢費者団体をt体とするl・JI
体訴訟制度と泊費者団体の役割」が公表され，団休訴訟として差It.iv揺公の
I 1.期導人のみが具1本的に提;tされるにとどまった。
これを受けた報告内は，差l卜犀i求権を認めるにとどめ，損宵賠償請求権
については留保している。さらに制度設if!として団体適格要件，差止め
対象差止判決効果や制疫の実効性確保のF法等については検討課題とす
るというにとどめている 21l。他方， 1iJ法制度改革の＾＾つである「合意によ
る弁護t報酬敗訴者負担制度」の法制化が企図されているが22)• 現在の内
容で進められれば消費者政策の理念や実効性確保の政策方向に逆行するこ
とになる。仮に敗訴者負担制度が導入される場合は，団体訴訟については
片面負担制度が最低限必要であろう。
諸外国においては以前から多くの国や地域で消費者団体に差止請求権を
認めており，今日では，損害賠償を認める国も増加しつつある。特に， E
U諸国ではほとんどの国で採用されており. EU指令が， 93年， 98年に出
され， EUの消費者政策に重要な位置を占めるにいたっている。
なお，国民生活審議会ではすでに事務的な議論が開始しており， 2006年
度中の制度創設が予定されている。
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おわりに
2002年7月末から開始した規制改革と司法制度改革に関連する21枇紀型
消費者政策の検討，換言すれば，消費者保護基本法（旧法）の改正と，消
費者政策関連制度の創設（公益通報者保護制度，消費者団体訴訟制度など）
を視野に入れた消費者政策部会の議論は．部会構成委員及び臨時委員の立
場を鮮明にした内容であった（内閣府国民生活局議事録）。とりわけ，本
稿で検討対象とした論点に関しては， まさに21世紀の消費者政策を規定す
る枠組みともいえる重要な課題である。消費者の権利を，安全な生活そし
て経済的取引の当事者としての消費者利益の実現（公正な取引の確保）に
とどまらない基本的な社会権として定着させるためには，行政（政府，地
方公共団体や国民生活センター等）と事業者が積極的な責務を負う法や制
度の制定が21世紀の消費者政策のまず何よりも重要である。そして．諸外
国や諸地域の先進的な法や制度を調査に終わらせず，その理念や内容の積
極的な採用をすすめていくことを考えるべきであろう。
註
1)第35回消費者保護会議 (2003年7月22日）では，消費者保護基本法の見直
し（改正）と新制度の創設を決定した。
2)報告書は，「第 1章 21世紀型消費者政策の検討の背景 第2章 21世紀型
消費者政策の在り方第 3章消費者政策の展開 第4章消費者政策の実
効性確保第 5章消費者保護基本法の見直し おわりに」から構成されて
おり，審議は2002年6月118から2003年5月28日（最終報告とりまとめ）まで，
計18回開催された。
3)消費者基本法は第26条 国は，国民の消費生活の安定及び向上を図るため，
消費者団体の健全かつ自主的な活動が促進されるよう必要な施策を講ずるも
のとする， と新たに規定した。
4) 『報告書』， 16~38ページ。
5)消費者基本法は（苦情処理及び紛争解決の促進）として第19条． （高度情報
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通信社会の進展への適格な対応）として箱20条，（国際的な連携の確保）とし
て第21条， （環境の保全への配慮）として第22条を新たに規定した。
6)鈴木深雪『消費者政策 消費'i=.活論』〔第 3版〕尚学社， 2004年， 32ページ
に消費者行政法の範囲として 自治体の消費者活動支援や消費生活条例の制
定・運用についても言及している。
7)消費者保護基本法の（国の責務）第 2条，（地方公共団体の責務）第 3条，（事
業者の責務）第 4条と 消費者基本法の（基本理念）第 2条，（国・地方公共
団体・事業者の責務等）第 3・4・5の各条の比較をすれば明白である。
8) 『報告書』， 39~57ページ。
9) liiJ 上， 39ページ．「2001 年の中央省庁等再編に~たっては，各省庁が所掌し
ている消費者行政については．できる限り内閣府に統合するものとされたと
ころである」と注意書きがある。
10) I司1:., 46~57ページ（）
11) 
12) 
13) 
14) 
15) 
ln}t . 46~49ページ。
luU:. 47ペー ジ（）
同_L, 49~50ページ。
同じ 9ページ。
同十'., 50-52ペー ジ()
16) ITJ J-. 52~53ページ。
17)公益通報者保護制度に関する論文等は， I叶内外及び専門領域も多分野に日． 
り多数発表されているが． ここでは制度設計のしかたと法案の試案を提ホし
たものとして，阿部泰隆『内部告発〔ホイッスルブロウワァー〕の法的設ft・』
信山社， 2003年を挙げておく。
18) 『報告書』， 54~57ページ。
19) 同上， 13~14ページ。
20) ジュース訴訟は，景表法第10条第 6項の規定により，公取委の公正競争維
持の認定に対し不服申し立てをすることができる者の範囲について争った事
件である。 1971年 4 月 3 日，原告• 主婦連とその代表者奥むめおの申し立て
に対し，申し立て却ドの審決をした。原審（東京高裁判決. 1974年7月19B) 
は請求棄却，最高裁も1978年 3月14B. 不服申し立て資格がないとして上告
を棄却した。石湘裁判では価格引き上げカルテルに対し原告• 複数の消費
者団体が1974年11月22B損害賠償請求訴訟を提訴した。しかし， 1987年 7月
2 B. 最高裁は高裁と同様，カルテルと損害発生の因果関係ないし損害（金額）
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について主張立証責任を負わせ上告を棄却した。
21)団体訴権の適格要件に関して内閣府の研究会は，諸外国の消費者関連法に
おける消費者団体関連規定や消費者団体登録に関する EUの動向などの資料
により日本における制度設計の論点として 3点挙げている。①団体の目的
が消費者の権利の実現あるいは利益の擁護であること，②活動実績を有する
こと，③構成員の人数が一定数以上であること，で一定の存続期間を要件と
することも考えている。また，部会委員（元ACAP理事長）は国民生活セ
ンターの役割に入れることを考えセンター法の改正を提案している。
22)法案の内容は，①裁判になったあとに②原告・被告双方に弁護士等の代
理人がついている場合，③原告・被告の間で敗訴者負担の合意の上，④裁判
所に共同の申立てを行った時に，弁護士費用の一部を敗訴者に負担させ訴訟
費用とするものである。日弁連では，パブリック・コメント募集を行い，国
会審議の場で公表・活用する予定であるという。
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臨時委員
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? ????
国民生活審議会消費者政策部会委員名簿
東京大学大学院法学政治学研究科教授
国民生活センター会長
日本経済新聞社編集局生活情報部長
早稲田大学法学部教授
主婦連合会参与
日本生活協同組合連合会副会長
学習院大学法学部教授・常務理事
株式会社電通顧問
株式会社資生堂名誉会長
一橋大学大学院法学部研究科教授
キッコーマン株式会社代表取締役社長
全国地域婦人団体連絡協議会理事
???
恵 弁護士
ネオテニー株式会社代表取締役社長
大分大学経済学部教授
麗澤大学国際経済学部教授
東京大学大学院法学政治学研究科教授
社団法人消費者関連専門家会議顧問
経済団体連合会経済法規委員会消費者法部会長
上智大学法学部教授
資料2 諸外国（英，
? ?
ニュージーランド） における公益通報者保護法制の概要
国名 イギリス アメリカ オーストラリア ニュージーランド
包括法の
゜
X 
X [ 6州 2特別地域のうち. 6カ所で法制化 こ＼
有無 12002年現在1;
連邦法 州法 各州法（クィーンズラント州， ピクトリア州，
公益開示法 内部通報者 サーベンス・オi 7ニュー・サウス・ウェールズ州サウスオー
法律名
0998年） 保護法
環境• 原f力分
クスリー法(2002,! 各州法 ストラリア州． ウェスターンオーストラリア 開ポ保護法 (2000年）
(1989年）
野の個別法 年） (806条I 州．オーストラリアン・キャピタル・テリト
リー I↓又上6カi祈
環境• 原f力分 上場会社及ひ証 Il公的部門 (15州：一般的には．公的部門でのイ；止を対象（クイ
適用範囲 民間・公的部門 公的部門 野の民間部門に 券会社 以上が民間部門ーンズランド州法のみが民間部門の内部通報 民間・公的部門
適用 に適用I 者も保護
瑶用契約その他
: . 公的部門での不正について内部通報できる 組織の従業員（※「組織Jとは，法人・
通報者の の契約下の労働
連邦政府職員（元
適用法ごとに異 上記会社におけ州によって展な 務者員は．i.限ニ定ュー・サウス・ウェールズ州は公 非法人を問わず．人が集合した団体
範囲 者（派遣労働者
従業員採用予
なる る従業者 る • 他の州法では，だれでも通報し，法の保護
を意味し， 1名の従業員ならびに
等を含む）
定者を含む） 1名以 1-.の従業Hで構成される団体
を受けることができる を含むI
I 法の違反， 失政，
「犯罪行為」，「法
法令違反（詐欺， 取引における昨＝ 巨額の浪費職• 各州法は. -般的に公共の利害に係る通報
賄賂等），資金の 権濫用，公衆の に限定 C公共資金，公共資源の違法等使Il」.
通報対象
律 1-.の義務違
浪費権力の濫 適用法ごとに異 欺反． 株上場主基(.準;対違す 健康と安全に対・クイーンズランド州法（公的部門だけでなく． 「公衆衛牛．．公衆安全または環境に盾
行為
反」，「人の健康
用．国民の健康・ なる る不 9卜な行-為な Iする脅威など（州 民間部門も含む）では「公務員による違法 大な危険を及ぼす行為」．「違法行為」又は安全に対す
る危険」など
安全への重大な ど によっては特 行為等-・ 「公衆の衛生または安全に対する が.-¥' 
危険など 定の法違反に限 危険~-~環境に対する危険」
る場合もある） l ！ 
雇用者等の内部 一般に．環境分
いくつかの州に
• 従業員に対すおいて，内部ヘ -
への通報が前提 野に関しては， る監督権を有の事前通報要件 • 各州法では特定機関への通報し限定一 組織の内部手続に従って通報するこ
通報 (-定の要件の 機関内外の誰か 議会や行政機関 ・ニュー・サウス・ウェールズ州法のみが
相手先 下，報道機関等 を問わない など特定機関に する者 規定ありまt-ヽ・ 特定機関への事前通報を前提1-. 定の要件
とを原則（一定の場合に．関係’り局．
の外部への通報 対する内部通報
• 連邦議員 事前通報必要な ― オンプズマンヘの通報も保護対象）
’ も保護の対象） を保護対象
．捜在消局など しと規定する州 のド報道機関への通報を許容r
もある c
労働長官等に巾 tに民間訴訟を＇
雇用裁判所に申 特別助言局に申労働省行政法審立 提起（州によっ
不利益処 立 立 判局等に申立（決（決定が期 H内ては，提起前に
分に係る （決定に不服が （決定に不服が定に不服があるに提示されない行政上の救済を裁判所に提誅
救済方法 ある場合は司法 ある場合は司法場合は司法手粒場合などにおい受けることを要
手続きに移行） 手続きに移行） きに移行） て，司法手続き求する場合もあ
「移行） る） ， 
損害賠償など（一部の州法においては通
原職復掃．再扉
原臓復婦．遡及原職復帰．遡及者に対し不法な報復をした者は．不法行為
救済内容 用又は補償金 ど なと 懲罰V的損害賠償義務のみならず刑市頁仔を問われる旨規
，な一 されている
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出典：「国民生活審議会における公益通報者保護制度関連資料ー 2003年1月24El 
阿部泰隆，前掲書. 96~97ページも
